
３ 水産林務部水産局漁港漁場課 

（1）水産基盤整備事業（公共） 

１ 目的・概要等 

 北海道には現在241の漁港があり、その前面には恵みの場としての漁場が、背後には水産都市か

ら小さな漁村まで様々な地域社会が形成されている。水産基盤整備事業はこのような環境におい

て、安全で良質な水産物の安定供給はもとより、自然環境の保全・創造、水産業の発展、地域社会

の活性化に貢献できる整備を目指している。 

２ 事業内容 

Ⅰ 水産基盤整備事業 

（１）水産物供給基盤整備事業

① 水産流通基盤整備事業

安全・安心な水産物の安定供給と国民のニーズに的確に対応した衛生管理の高度化等を図るた

め、水産物の生産・流通の拠点となっている漁港等において、水産物の品質・衛生管理の向上、

陸揚・集出荷機能の強化等に資する高度衛生管理型荷さばき所、岸壁等の整備を行う。

○事業主体  北海道、市町村、水産業協同組合 

○国庫補助率  8/10～1/2

○採択要件

１）計画事業費が１事業につき５億円を超えるもの。

２）利用漁船の実隻数が200隻程度以上若しくは属地陸揚量が５千トン程度以上の港勢を有する

もの、又は整備の結果同程度の港勢への推移が確実に見込まれるもの。 

３）水産業の振興を図る上で、特に必要と認められるもの。

② 水産物供給基盤機能保全事業

水産業の健全な発展及びこれによる水産物の安定供給を図るため、水産基盤整備事業等により総

合的かつ計画的に施設整備を実施してきたところであるが、近年、整備後の施設の老朽化ととも

に、更新を必要とする施設が増加してきていることから、管理を体系的に捉えた計画的な取組によ

り、施設の長寿命化を図りつつ更新コストの平準化・縮減を図る。 

 ○事業主体  北海道 

○国庫補助率  漁港施設8/10～1/2、漁場施設1/2

○採択要件

１）第１種又は第２種漁港であって、１港あたりの港勢が次のいずれかを満たすもの。

・利用漁船の実隻数が50隻程度以上

・登録漁船隻数が50隻程度以上

・陸揚金額が１億円程度以上

・水産業の振興を図る上で、水産基盤の機能保全を行うことが特に必要と認められるもの。

２）第３種又は第４種漁港であること。

３）漁場施設（増殖場、養殖場）については、当該漁場を利用している漁船の本拠地となる漁

港の港勢要件が上記１）又は２）に該当するものであること。 

③ 漁港施設機能強化事業
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          漁港は、高潮、波浪等自然災害の被害を受けやすい条件下にあることに加えて、これまで過去の

設計基準で整備された漁港施設においては、近年の自然条件の変化に対して十分に安全が確保され

ているものとなっていないことから、漁港の安全対策と漁業活動への影響を軽減させる観点から、

近年の高潮、波高の増大等、自然災害の発生状況に予防的対策も含め的確に対応した漁港施設の機

能強化を効果的に実施する。 

      ○事業主体  北海道 

     ○国庫補助率 8/10～1/2 

     ○採択要件 

        １）計画事業費が１地区あたり５千万円以上20億円未満のもの（機能診断は２千万円以上） 

      ２）近年の高潮、波高の増大等により、実測値や気象データに基づく設計沖波又は設計潮位が

現況の設計諸元を上回る漁港施設 

            ３）現況の設計諸元が不足していることが要因となり、災害や事故等の発生が見込まれること 

 

 （２）水産資源環境整備事業 

    ① 水産環境整備事業 

     我が国の漁業生産量は長期的な減少傾向にあるほか、磯焼け等の拡大による藻場・干潟の減少、

赤潮の発生、漂流・漂着ゴミの増加等によって漁場の環境が悪化しており、水産資源の回復・増大

と豊かな生態系の維持・回復を図ることが求められていることから、より広域的・俯瞰的な視点を

もって漁場の整備と水域の環境保全対策を総合的かつ一体的に実施することにより、水産生物の動

態、生活史に対応した良好な生息環境空間を創出し、水産資源の持続的利用と水産物の安定供給を

図る。 

     ア 利用が広範囲にわたる規模の大きな漁場施設 

          ・事業メニュー 

            魚礁（浮魚礁含む）、増殖場（着定基質、消波施設、海水交流施設等）、湧昇流漁場（マウン

ド礁）、養殖場（消波施設、区画施設等） 

      ○事業主体  北海道 

     ○国庫補助率 1/2 

     ○採択要件 

            １）計画事業費が１事業につき３億円を超えるもの（一部メニューを除く） 

            ２）事業規模等が一定の要件を満たすもの 等 

        イ 水域環境保全のための事業 

          ・事業メニュー 

            堆積物の除去、底質改善（しゅんせつ、耕うん等（養殖場を含む））、作れい、藻場・干潟の

整備、海水交流施設等の整備等 

      ○事業主体  北海道、市町村、水産業協同組合 

     ○国庫補助率 1/2、1/3、1/4、6/10 

     ○採択要件 

            １）計画事業費が１事業につき５千万円（市町村、漁協等が行う事業は、１千万円以上）を超

えるもの（漁港区域内で行うしゅんせつについては、計画事業費が３千万円を超えるもの） 
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            ２）事業規模等が一定の要件を満たすもの 等 

   ② 水産生産基盤整備事業 

          我が国の漁業生産量は長期的な減少傾向にあるほか、磯焼け等の拡大による藻場・干潟の減少、

赤潮の発生、漂流・漂着ゴミの増加等によって漁場の環境が悪化している。そのような中、漁港は

漁業の生産の場として重要であるとともに、漁港の静穏水域や漁港施設は、水産生物の幼稚仔の生

育の場や餌料の培養等の役割も果たしていることから、浅海域における漁場、藻場・干潟、養殖場

と密接に関連する漁港の一体的な整備とともに、水域の環境保全対策を総合的に実施することによ

って、水産資源の持続的利用と国民のニーズに的確に対応した水産物の安定供給体制の構築を図

る。 

     ア 浅海域における漁場、藻場・干潟、養殖場と、当該漁場等に密接に関連する漁港における漁港

施設（水産資源の増養殖機能付加含む）を一体的に整備する事業 

      ○事業主体  北海道 

     ○国庫補助率 漁港施設8/10～1/2、漁場施設1/2 

     ○採択要件 

            １）計画事業費が１事業につき３億円（ただし、漁港施設の整備が含まれる場合は５億円）を

超えるもの 

            ２）事業規模等が一定の要件を満たすもの 等 

        イ 養殖場を含む水域の環境保全のための事業 

      ○事業主体  北海道、市町村、水産業協同組合 

     ○国庫補助率 1/2、1/3、1/4、6/10 

     ○採択要件 

            １）計画事業費が１事業につき５千万円（市町村、漁協等が行う事業は、１千万円以上）を超

えるもの。（一部メニューを除く） 

            ２）事業規模等が一定の要件を満たすもの 等 

   

（３）水産基盤整備調査費補助 

      ① 水産基盤整備総合計画調査 

     地域における水産基盤の計画的かつ効果的な整備を図るため、水産基盤整備事業及びその関連事

業の実施に関し基本となる計画（マスタープラン）を策定するために必要な調査。 

         ○事業主体      北海道 

         ○国庫補助率  1/2 

      ②  水産基盤整備計画課題調査 

          水産基盤整備を効果的かつ効率的に進めるため、水産基盤整備事業に関する計画の作成及びその

実施に関して課題を有する事業・地区について、その課題を解決するために必要な調査。 

         ○事業主体      北海道、市町村 

         ○国庫補助率  1/2 

      ③  水産基盤整備技術課題調査 

     水産基盤整備事業を効果的かつ効率的に進めるため、技術的な課題を有する事業・地区につい

て、その課題を解決するために必要な調査。 
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         ○事業主体      北海道、市町村 

         ○国庫補助率  1/2 

 

 Ⅱ 漁村整備事業 

    漁村の基盤的役割を担う漁村インフラ施設（漁業集落環境施設や漁港環境施設等）の整備を実施

し、強靭化を推進することにより、水産業及び漁村の活性化と持続的な発展を図る。 

         ○事業主体      市町村 

         ○国庫補助率  1/2 

     ○事業メニュー 漁業集落排水施設整備、水産飲雑用水施設整備、漁業集落道整備、防災安全施

設整備、緑地・広場施設整備、用地整備 

     ○採択要件 

      １）漁業依存度が高く、今後も漁業の振興を図ることが適当であると認められる集落 

      ２）１事業の総事業費が３千万円を超えるもの（一部メニューを除く） 等 

 

 Ⅲ 農山漁村地域整備交付金 

 農山漁村地域のニーズに即して作成された計画に基づき、農林水産省の各公共事業を自由に選択で

きるとともに、自治体の創意工夫によって、より事業効果を高める事業も実施が可能な、使い勝手の

よい新たな交付金を創設し、農山漁村地域の総合的な整備を推進する。 

      実施事業の内、水産基盤整備事業関係は以下のとおり。 

  （１）水産物供給基盤整備事業 

 地域の特性を活かしつつ、漁港及び漁場の整備、水域環境の保全を効率的・効果的に実施し、地域

における水産資源の維持増大並びに流通・生産機能の強化を図り、もって地域の水産業の健全な発展

を図る。 

 （２）漁村再生交付金事業 

 活力の低下した漁村地域の再生を進めるため、地域の既存ストックの有効活用等を通じた生産基盤

施設や生活環境施設の効率的整備を行う。 
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○水産基盤整備事業等における北海道開発予算 

(単位:千円） 

令和６年度予算  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和７年度予算 

事業区分 事業費 国費 事業区分 事業費 国費 

( 水 産 基 盤 整 備 事 業 ) 

直 轄 特 定 

水 産 流 通 

機 能 保 全 

機 能 強 化 

水 産 環 境 

水 産 生 産 

漁 村 整 備 

調 査 費 補 助 

 

( 農 山 漁 村 地 域 整 備 交 付 金 ) 

水 産 物 供 給 基 盤 

漁 村 再 生 交 付 金 

漁 港 環 境 

漁 業 集 落 環 境 

 

14,648,000 

2,949,000 

5,555,000 

180,000 

6,106,000 

404,000 

600,000 

4,000 

 

 

570,000 

510,000 

0 

0 

 

 

14,648,000 

1,889,000 

3,629,000 

126,000 

3,053,000 

266,000 

300,000 

2,000 

 

 

371,000 

306,000 

0 

0 

( 水 産 基 盤 整 備 事 業 ) 

直 轄 特 定 

水 産 流 通 

機 能 保 全 

機 能 強 化 

水 産 環 境 

水 産 生 産 

漁 村 整 備 

調 査 費 補 助 

 

( 農 山 漁 村 地 域 整 備 交 付 金 ) 

水 産 物 供 給 基 盤 

漁 村 再 生 交 付 金 

漁 港 環 境 

漁 業 集 落 環 境 

 

14,671,000 

3,055,500 

5,360,000 

270,000 

6,080,000 

552,000 

600,000 

4,000 

 

 

70,000 

920,000 

0 

0 

 

 

14,671,000 

1,892,000 

3,483,000 

189,000 

3,040,000 

374,000 

300,000 

2,000 

 

 

38,000 

552,000 

0 

0 

合計 31,526,000 24,590,000 合計 31,582,500 24,541,000 

   注．直轄特定とは、国が整備を行う第３・４種漁港の整備をいう。  
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３ 事業のイメージ 

 

（１）漁港整備事業の紹介 

 北海道の漁港は現在241港。水産物の生産・流通の拠点となっており、以下のような整備を進めてい

る。 

① 水産物の品質・衛生管理体制を強化するための屋根付岸壁や清浄海水導入施設等の整備。 

② 異常気象に起因する越波や高潮による漁船などの被害を防止するため防波堤の嵩上げ等、漁港施設

の機能強化対策。 

③ 多くの漁港では航路や泊地が堆砂による埋塞傾向にあり、安全な利用に支障が生じているため防砂

堤の整備等による漂砂対策の実施。 

④ これまで整備された施設の老朽化や更新が必要な施設が増加していることから、これら施設の維

持・延命化対策の実施。 

 

         【衛生管理対策としての屋根付岸壁整備】         【異常気象時の越波による漁船被害】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
             
 
 
 
           【堆砂による航路・泊地の埋塞】             【老朽化が著しく対策が必要な漁港施設】 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

航路
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（２）漁場整備事業の紹介 

 漁場の整備については、豊かな生態系の創造による海域全体の生産力の底上げをめざし、水産生物の

動態・生活史に配慮した沿岸・沖合域における良好な生息環境空間を創造する整備を進めている。 

①魚礁 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②産卵礁の造成 

                   （ヤナギダコ産卵礁）                     （ヤリイカ産卵礁） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③増殖場 

 

                     （コンブ増殖場）                            （ハタハタ産卵藻場） 
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（2）漁港計画調査費 

予算額（千円） 
   

実施年度 担当課・係 国 道 その他 

Ｒ７年度 30,411 － 30,411 － 
Ｈ元～ 

漁港漁場課 

計画係、管理係 Ｒ６年度 30.411 － 30,411 － 

区 分 道単独（公共関連） 実施方法 委託 

実施主体 北海道 負担区分 道10/10 

事業 

目的 

公共事業の国費予算請求に要する資料等を収集するために、事前に道単独費により各種調査

の実施、関係平面図の作成等を行い、水産物供給基盤整備事業等の公共事業の円滑かつ効率的

な実施を図る。また、漁港施設用地と背後の民有地との境界が明確になっていない漁港につい

て、用地測量を行い、漁港管理の適正化を図る。 

事業 

内容 

 

区   分 調  査  の  内  容 

漁港関係事業 

   事前調査 

水産物供給基盤整備事業等の実施に先立って、地元関係者への事前説明や

各種協議に必要な資料を作成する。 

 

      

 

 

 

 

漁港整備事業 

概略調査 

漁港利用者及び関係機関と施設の安全性や利便性等について協議を行い、

施設の規模を決定するのに必要な資料を作成する。 

 深浅調査 構造断面の決定及び数量の算出に必要な水深測量を行う。 

静穏度 

解析調査 

最適な静穏を有する港型を決定するために、シミュレーションを行う。 

漂砂解析調査 最適な漂砂防止機能を有する港型を決定するために、シミュレーションを

行う。 

漁港関連道 

予備調査 

漁港関連道事業の概算請求に先立って、漁港利用者及び関係機関とルート

の選定、構造断面等について協議を行い、道路の概要を決定するための各

種調査。 

漁港整備事業 

費用対効果分析 

新規事業採択時、また計画変更時において、整備を進める上での経済効果

を把握し、事業の妥当性を検証するための経費。 

漁村再生交付金 

計画調査 

漁村再生交付金の実施に先立って、国から承認を受けるための全体事業計

画を策定するために行う調査に要する経費。 

漁港区域関係調査 漁港区域の変更に必要な詳細調査や各種協議資料の収集及び作成を行う。 

 影 響 調 査 漁港区域の変更を行う際に、近隣の海岸や河川等への影響検討についての

シミュレーションを行う。 

計画平面図作成 漁港の拡張整備等を行う際に、漁港区域と漁港施設との位置関係を明らか

にするため、漁港計画平面図の作成を行う。 

公有水面埋立 

平面図作成 

漁港用地の造成や漁港施設の整備により、水面の埋立を行う場合、「公有

水面埋立法」に基づく埋立申請に必要な添付図面等の作成を行う。 

漁港区域測量調査 漁港区域の官民境界線の明確化及び公共空地の用途廃止等を行うための測

量に要する経費。 
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（3）漁港整備事業費 

予算額（千円） 
   

実施年度 担当課・係 国 道 その他 

Ｒ７年度 585,169 － 585,169 － 
Ｓ33～ 

漁港漁場課 

計画係 Ｒ６年度 585,169 － 585,169 － 

区 分 道単独（公共関連） 実施方法 請負 

実施主体 北海道 負担区分 道10/10 

事業 

目的 

漁業生産基盤である漁港の機能を維持、向上させるため、基本施設、輸送施設及び漁港施設

用地（公共用地）の新設、増設又は小規模な改良整備を行い、漁業の生産向上を図る。 

また、公共災害復旧事業に採択されない水域施設や用地等の復旧整備を行う。 

事業 

内容 

対象事業 

  ・漁港整備事業 

（１）基本施設（外郭施設、係留施設、水域施設） 

（２）機能施設（輸送施設、漁港施設用地） 

 

（4）漁港漁村活性化対策事業費 

予算額（千円） 
   

実施年度 担当課・係 国 道 その他 

Ｒ７年度 132,200 75,960 37,494 18,746 
Ｓ29～ 

漁港漁場課 

計画係 Ｒ６年度 233,800 171,590 41,474 20,736 

区 分 
非公共（交付金）、道単独、負

担金 
実施方法 補助、直営 

実施主体 別記 負担区分 別記 

事業 

目的 

漁港の機能向上や利用の円滑化を図るため、現有ストック効果の最大化、就労環境や漁港機

能の改善に係る施設整備を実施し、漁港機能を増進する。 

また、漁業地域の活性化と漁村の暮らしを守るための防災対策施設等の整備を実施する。 

 

（5）水産基盤整備事業次期計画調査費 

予算額（千円） 
   

実施年度 担当課・係 国 道 その他 

Ｒ７年度 272,453 － 272,453 － 
H12,H28,R2 

漁港漁場課 

計画係 Ｒ６年度 － － － － 

区 分 道単独 実施方法 委託 

実施主体 北海道 負担区分 道10/10 

事業 

目的 

国の次期漁港漁場整備長期計画（Ｒ９～）にあわせ、道が新たに漁港整備計画を策定するた

めに必要な事前調査を実施する。 

[主な調査内容] 

衛生管理計画、機能診断、静穏度解析、漂砂解析、水質環境調査 等 
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（6）漁港海岸事業（公共） 

１ 目的・概要等 
 「海岸保全基本計画」に基づき、災害からの海岸の防護に加え、海岸環境の整備と保全及び公衆の
海岸の適正な利用の確保を図り、これらが調和するよう総合的な海岸保全を推進する。 

２ 事業内容 
 貴重な国土の侵食防止や道民の生命・財産を高潮、津波等による被害から守ることと併せて、海岸
の利用や環境に配慮した海岸保全施設の新設・改良を行う。 
 
       海岸保全基本計画の整備目標 
 
 ○ 道民の生命・財産を守り、国土保全に資する質の高い 
    安全な海岸の創造 

 
 
 

 

 
 
 
 
 
 

  ------ 安 全 な 海 岸 -------  
 ○ 自然との共生を図り、豊かでうるおいある海岸の創造 
 ------ 自 然 と 共 生 す る 海 岸 -------  
 ○  利用しやすい親しみの持てる、美しい快適な海岸の創造 
 ------ 利用される親しみやすい海岸 -------  
 
 
 
・高潮対策事業     ：国民経済上および民生安定上重要な地

域を高潮、津波、波浪等による被害か
ら守る施設の新設・改良事業。 

・連携事業       ：水産物の生産・流通上重要な地域の海
岸堤防等を対象に、近接する他事業と
連携し計画的集中的に津波・高潮への
対策を行う事業。 

・津波対策緊急事業 ：津波到達までの予想時間が短く、重要
な背後地を抱える地域の海岸堤防等を
対象に津波対策を行う事業 

・海岸ﾒﾝﾃﾅﾝｽ事業   ：予防保全型のｲﾝﾌﾗﾒﾝﾃﾅﾝｽへの転換に向
け海岸保全施設の老朽化対策または機
能向上を計画的かつ集中的に整備する
事業 

 

令和７年 
事 業 名 事業主体 国庫補助率 実施箇所 
高潮対策  北海道 2/3,11/20 ７ 
連携  北海道 11/20 １ 
津波対策緊急  北海道 11/20 １ 
海岸メンテナンス  北海道 11/20 ２ 
合  計         １１ 

      
    
 
 ・全景              ・護岸老朽化状況            ・護岸整備状況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

予算額（千円） 
   

実施年度 担当課・係 国 道 その他 

Ｒ７年度 1,520,600 879,000 641,600 － 
Ｓ32～ 

漁港漁場課 

事業係 Ｒ６年度 1,378,100 801,000 577,100 － 

 

尾岱沼漁港海岸(別海町)高潮対策事業 

背
後
家
屋
被
害
状
況 

 

施
設
整
備
状
況 

 

古平漁港海岸（古平町）海岸メンテナンス事業 

 

浸
水
状
況  
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（7）漁港災害復旧事業費（公共） 

１ 目的・概要等 
 異常な天然現象により公共土木施設に被害が発生した場合、迅速に機能回復することを目的とす
る。 

２ 事業内容 
 公共土木施設の災害復旧は、地域の復旧・復興のため、迅速かつ確実に実施すべき基本事業であ
るが、災害復旧の費用は、地方公共団体にとって、臨時かつ多額な支出となるため、「公共土木施
設災害復旧事業費国庫負担法」に基づく国の支援のもと、早期に原形に復旧を行う。 

３ 対象施設（漁港関係分抽出） 
  (1)漁港 

 漁港漁場整備法に基づき指定された漁港に係る基本施設（防波堤等）又は漁港の利用上及び管理
上重要な輸送施設（道路等）で、漁港台帳に記載されているもの。 

  (2)海岸 
 漁港区域内の海岸法の規定に基づき指定された海岸又はこれに設置する堤防、護岸、離岸堤その
他海岸を防護するための施設で、漁港海岸台帳に記載されているもの。 

４ 国庫負担率 
 国庫負担率 80%（北海道） 

５ 事業事例 
  ・地震による岸壁エプロンの沈下（鵡川漁港【むかわ町】） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

復旧前（岸壁の被災状況） 
 

 
 

   
 
 
 
 
             
 
 
 

復旧工事の実施（タイ材取付 及び コンクリート舗装） 
 

 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
 

復旧後 

予算額（千円） 
   

実施年度 担当課・係 国 道 その他 

Ｒ７年度 266,672 207,080 59,592 － 
－ 

漁港漁場課 

事業係 Ｒ６年度 267,119 207,426 59,693 － 
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（8）漁港海岸特別対策事業費 

 
１ 目的・概要等 

 漁港海岸保全区域内の海岸において台風、冬期風浪に伴う高潮や地震による津波の来襲、経常的
な海浜の侵食などによる災害の発生を予防および災害の拡大を防止することを目的とし海岸保全を
推進する。 

 
２ 事業内容  

 災害の発生を予防する必要のある地域において、公共事業に採択されない小規模な堤防、護岸、
離岸堤、消波堤、消波工、根固工などの海岸保全施設の新設・改良を行う。 

 
３ 事業財源 

 漁港海岸特別対策事業は、起債（緊急自然災害防止対策事業）を財源として実施される事業であ
る。 
緊急自然災害防止対策事業とは、災害の発生を予防し、又は災害の拡大を防止することを目的と

して、地方公共団体が策定する緊急自然災害防止対策事業計画に基づき実施される地方単独事業。 
 
４ 漁港海岸の現状 

 道内の沿岸域に分布する漁港海岸の背後集落の多くは、半島や岬などに位置していることから波
浪の影響を特に受けやすい地域となっている。また、背後に山が迫る狭隘な地形に集落が形成され
ており、災害に対して極めて脆弱な環境下にある。 

 
５ 事業実施箇所 
   

○越波対策 
   恵山泊漁港海岸（稚内市）              離岸堤の設置           
 
 
 
 
  
 
  
  
 
 
 
 
    
   

○越波対策 
   元和漁港海岸（乙部町）                          護岸の改良 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

予算額（千円） 

   

実施年度 担当課・係 
国 道 その他 

Ｒ７年度 253,000 － 253,000 － 
Ｓ58～ 

漁港漁場課 

事業係 Ｒ６年度 253,000 － 253,000 － 
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（9）漁港海岸維持補修費 

予算額（千円） 
   

実施年度 担当課・係 国 道 その他 

Ｒ７年度 31,000 － － 31,000 
Ｓ49～ 

漁港漁場課 

事業係 Ｒ６年度 31,000 － － 31,000 

区 分 道単独 実施方法 請負 

実施主体 北海道 負担区分 道10/10 

事業 

目的 

漁港海岸保全区域内において、道が管理する海岸保全施設のうち老朽化等により著しく機能

が低下した施設を補修すること、または海岸に漂着した流木等により施設の機能が阻害されて

いる場合に、流木等の処理を行うことにより、既存施設を適切かつ有効に機能させ、災害の発

生を未然に防止する。 

事業 

内容 

 海岸保全施設の補修、流木処理 

 

（10）漁港海岸計画調査費 

予算額（千円） 
   

実施年度 担当課・係 国 道 その他 

Ｒ７年度 14,596 － 14,596 － 
Ｈ２～ 

漁港漁場課 

事業係 Ｒ６年度 14,596 － 14,596 － 

区 分 道単独（公共関連） 実施方法 委託 

実施主体 北海道 負担区分 道10/10 

事業 

目的 

漁港海岸保全事業を計画するに当たり、気象、海象、侵食状況等海岸の基本的事項の把握を

はじめ、海岸保全施設の機能に関する調査等を行い事業執行に必要な基礎資料を得ることを目

的とする。 

  並びに、海岸保全基本計画に基づく計画（Ｈ15～）の策定及び漁港区域の変更に伴う漁港海

岸保全区域の指定及び指定変更を行い、円滑な事業執行を図る。 

事業 

内容 

深浅測量、区域測量調査、費用対効果分析、設計等 
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（11）災害調査費 

予算額（千円） 
   

実施年度 担当課・係 国 道 その他 

Ｒ７年度 24,000 － 24,000 － 
Ｈ９～ 

漁港漁場課 

事業係 Ｒ６年度 24,000 － 24,000 － 

区 分 道単独 実施方法 委託 

実施主体 北海道 負担区分 道10/10 

事業 

目的 

負担法に基づく漁港施設及び漁港海岸施設の災害復旧事業を実施するに当たり、国庫負担申

請に必要となる設計図書を作成するため、埋塞や風浪などによる漁港関係施設の破損状況調

査、及び測量船や潜水船により水中部を調査することで確実な被災状況を把握することを目的

とし、迅速な災害復旧事業の執行を図る。 

事業 

内容 

被害の実態を把握する測量調査、潜水調査、設計 
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（12）海業推進事業費 

 

【目的・概要等】 

  地域において、漁協・市町村等が連携し海業（※）を実施するのに必要な調査等を支援する。 

（※）海業：漁村の地域資源を活かした地域のにぎわいや所得、雇用を創出する、漁港での水産物 

の販売・料理提供、釣り・漁業体験等のこと 

 

【現状】 

国 ・漁港漁場整備長期計画にて、令和８年度までに500件の海業の実施を目標として設定 

・新たな海業等の取組実施に向けて、個別に助言や海業の推進に関する情報提供等を

行い、取組を積極的に支援する、全国54（うち北海道８）地区を「海業の推進に取

り組む地区」として決定 

・令和７年度から、市町村などの海業実施に向けた取組を支援する制度が新設 

市町村

など 

・地域が海業に取り組む上では、人材や予算の確保、国へ応募するための計画立案へ

の支援、活用できる事業メニューや漁港施設の有効活用に対する助言を求めている 

 

【事業内容】 

（１）海業実施に取り組む市町村および漁協等への支援 

区  分 取 組 内 容 事 業 主 体 

補助 

・国（間接補助） 

・補助率：定額 

・マーケティング、ニーズ調査 

・地域資源の発掘、磨き上げ調査 

（特産品、ご当地グルメのメニュー 

開発など） 

・取組に係る環境調査 

・アドバイザー派遣 

市町村、 

漁業協同組合、 

漁業協同組合等が組織する団体

等 

 

（２）海業実施に向けた市町村および漁協等向け勉強会 

区  分 取 組 内 容 事 業 主 体 

普及啓発 

・道（直営） 

・海業にかかる制度などの説明 

・海業に取組んでいる地区の事例紹介 

・海業に取組んでいる市町村などの 

担当者による講演 

北海道 

 

【予算額】 

予算額（千円） 
 

実施年度 担当課・係 
国 道 その他 

Ｒ７年度 41,415 40,570 845 － Ｒ７～ 
漁港漁場課 

管理係 
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（13）漁港利用適正化推進指導費 

予算額（千円） 
   

実施年度 担当課・係 国 道 その他 

Ｒ７年度 36,641 － － 36,641 
Ｈ12～ 

漁港漁場課 

管理係 Ｒ６年度 33,902 － － 33,902 

区 分 道単独 実施方法 委託 

実施主体 北海道 負担区分 道10/10 

事業 

目的 

漁港の適切な利用を維持するため、漁船以外の船舟所有者に対し、北海道漁港管理条例の改

正趣旨などを啓発するとともに、利用可能漁港における適正利用の指導や不適切な利用者の情

報収集等を行う。 

事業 

内容 

１ 業務の内容  

（１）指定施設への適切な誘導・指導 

（２）不適切な利用者の情報収集及び利用状況の確認 

（３）漁港内での安全航行、地域ごとの細やかなルールの啓発 

２ 業務の方法 

利用可能漁港のうち監視人の配置が必要な漁港が所在する市町村又は漁業協同組合等に委託

する。 

 

（14）漁港維持補修費 

予算額（千円） 
   

実施年度 担当課・係 国 道 その他 

Ｒ７年度 187,710 － － 187,710 
Ｈ12～ 

漁港漁場課 

管理係 Ｒ６年度 194,381 － － 194,381 

区 分 道単独 実施方法 請負・委託 

実施主体 北海道 負担区分 道10/10 

事業 

目的 

北海道が管理する漁港の基本施設、輸送施設及び漁港施設用地（公共用地）が災害によらな

い老朽化または破損、流出、埋没した場合に原形に復旧するための補修をし、良好な漁港機能

の維持保全を図る。 

事業 

内容 

１ 事業内容 

（１）漁港維持補修工事・・・・・防舷材、係船柱環、側溝補修等 

（２）漁港内清掃・・・・・・・・漁港内清掃を委託 

（３）港灯電池、バッテリー、危険防止用品等の購入 

（４）漁港パトロール・・・・・・管内各漁協にパトロール実施を委託 

２ 事業の実績（漁港維持補修費） 

  （漁港維持補修工事分のみ） 

（単位：千円） 

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 

箇所数 事業費 箇所数 事業費 箇所数 事業費 箇所数 事業費 

312 159,489 308 165,123 289 150,017 266 145,967 
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（15）漁場整備開発事業計画調査費 

予算額（千円） 
   

実施年度 担当課・係 国 道 その他 

Ｒ７年度 2,395 － 2,395 － 
Ｈ６～ 

漁港漁場課 

漁場整備係 Ｒ６年度  7,395 － 7,395 － 

区 分 道単独 実施方法 直営 

実施主体 北海道 負担区分 道10/10 

事業 

目的 

水産基盤整備事業のうち、漁場造成の実施に必要な資料が不足している地区で、国庫補助に

よる調査が実施できない地区について、道単予算による調査を行い、水産基盤整備計画の円滑

な推進を図る。 

事業 

内容 

１ 調査内容 

 (１)事前調査 

        水産基盤整備事業（漁場関係）における基本計画を策定するために必要な適地性の検

討に係る調査。（物理化学的、生物学的、社会経済的条件調査） 

 (２)事業評価 

        水産基盤整備事業における計画策定又は効果の把握のため、造成漁場や天然漁場にお

ける漁場調査を行い、事業評価を行う。 

 (３)技術検討 

        試験研究の成果や漁業者の意見等を踏まえた効果的かつ経済的な施設の整備の方法の

検討に必要な調査を行う。 

２ 調査期間 

     水産基盤整備事業のうち漁場施設の実施に係る調査として毎年度実施。 

３ 事業実績（令和６年度） 

     ・令和７年度以降実施予定地区の計画調査等 ５件 

 

（16）漁場施設整備事業費 

予算額（千円） 
   

実施年度 担当課・係 国 道 その他 

Ｒ７年度 17,030 － 17,030 － 
Ｓ55～ 

漁港漁場課 

漁場事業係 Ｒ６年度 12,030 － 12,030 － 

区 分 道単独 実施方法 直営 

実施主体 北海道 負担区分 道10/10 

事業 

目的 

道が管理する漁場施設が永続的に当初の効果が発揮されるよう、管理、補修、改良整備等を

実施する。 

事業 

内容 

１ 施設の維持補修工事の実施 

２ 陸上施設の巡回点検等管理運営委託 

 

漁

港

漁

場

課 
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